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令和２年度（２０２０年度）決算の概要 
※文中及び図表中の数値については、万円未満四捨五入による端数

調整を行っているため、合計値等と合致しない場合があります。 

１ 一般会計・特別会計の決算額の前年度比較  

（１）歳入 

 

（２）歳出 

 
※下水道事業会計は2020年度から地方公営企業法の適用となり、公営企業会計へ移行しました。 

※鶴川駅南土地区画整理事業会計は、2020年度から新設されました。 
 

２ 一般会計決算の概要  

（１）全体 

歳入総額は対前年度比632億3,218万円（39.4％）の増となった。 

歳出総額は対前年度比623億6,589万円（40.2％）の増となった。 

歳入総額の 2,235 億 9,406 万円から歳出総額の 2,176 億 5,387 万円を差し引いた形式収

支額の 59 億 4,019 万円から、翌年度へ繰り越すべき財源 17 億 7,496 万円を除いた実質収

支額は41億6,523万円となり、対前年度比3億4,274万円の減となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2020年度 2019年度 増減額 増減率
2,235億9,406万円 1,603億6,188万円 632億3,218万円 39.4%

国民健康保険事業会計 410億5,924万円 423億1,056万円 △12億5,132万円 △3.0%
下水道事業会計 - 93億5,024万円 △93億5,024万円 -
介護保険事業会計 352億3,769万円 340億7,489万円 11億6,280万円 3.4%
後期高齢者医療事業会計 118億2,446万円 114億7,860万円 3億4,586万円 3.0%
鶴川駅南土地区画整理事業会計 5,663万円 - 5,663万円 -

小          計 881億7,803万円 972億1,429万円 △90億3,626万円 △9.3%

3,117億7,209万円 2,575億7,617万円 541億9,592万円 21.0%合          計

歳入

一 般 会 計

特
別
会
計

会          計

2020年度 2019年度 増減額 増減率
2,176億5,387万円 1,552億8,798万円 623億6,589万円 40.2%

国民健康保険事業会計 403億2,011万円 416億5,372万円 △5億9,448万円 △3.2%
下水道事業会計 - 87億7,523万円 △87億7,523万円 -
介護保険事業会計 337億5,476万円 333億2,933万円 4億2,543万円 1.3%
後期高齢者医療事業会計 117億891万円 113億6,699万円 3億4,192万円 3.0%
鶴川駅南土地区画整理事業会計 5,281万円 - 5,281万円 -

小          計 858億3,659万円 951億2,527万円 △92億8,868万円 △9.8%

3,034億9,047万円 2,504億1,325万円 530億7,722万円 21.2%合          計

歳出

一 般 会 計

特
別
会
計

会          計

歳出決算の目的別内訳歳入決算の内訳

民生費

1,244億4,884万円

57.2%
総務費

227億9,606万円

10.5%

衛生費

214億7,142万円

9.9%

教育費

168億9,413万円

7.7%

土木費

144億1,405万円

6.6%

公債費

76億4,742万円

3.5%

消防費

49億9,620万円

2.3%

その他

49億8,575万円

2.3%

歳出
2,176億

5,387万円

国庫支出金

835億5,312万円

37.4%

市税

692億5,676万円

31.0%

都支出金

237億3,561万円

10.6%

市債

147億2,900万円

6.6%

地方消費税交付金

89億9,710万円

4.0%

繰入金

55億8,986万円

2.5%

繰越金

50億7,390万円

2.3%

その他

126億5,871 万円

5.6%

歳入
2,235億

9,406万円



 

 

（２）歳入の主な増減 

市税収入は692億5,676万円で、対前年度比2億8,303万円（0.4％）の増となった。こ     

れは、法人市民税で対前年度比4億9,233万円（14.0％）の減となる一方、固定資産税で

対前年度比7億7,897万円（3.1％）、都市計画税で3,453万円（0.7％）などが増となった

ことなどによる。 

国庫支出金は835億 5,312万円で、特別定額給付金給付事業費補助金、新型コロナウイル

ス感染症対応地方創生臨時交付金の皆増などにより、対前年度比535億8,377万円（178.8％）

の増となった。 

都支出金は 237 億 3,561 万円で、市町村新型コロナウイルス感染症緊急対策特別交付金

の皆増などにより、対前年度比23億7,205万円（11.1％）の増となった。 

その他の歳入では、分担金及び負担金は6億1,584万円で、児童保育運営費保護者負担金

が減少したことなどにより、対前年度比5億6,867万円（48.0％）の減となった。繰入金は

55 億 8,986 万円で、財政調整基金繰入金の減少などにより、対前年度比 16 億 3,620 万円

（22.6％）の減となった。 

一方で、繰越金は 50 億 7,390 万円で、純繰越の増加などで対前年度比 25 億 6,830 万円

（102.5％）の増となった。また、市債は147億2,900万円で、衛生債の増加などにより、

対前年度比38億1,580万円（35.0％）の増となった。 

 

（３）歳出の主な増減 

土木費は、144億1,405万円で対前年度比6億9,867万円（4.6％）、消防費は、49億9,620

万円で対前年度比1億3,626万円（2.7％）の減となった。 

一方で、民生費は、1,244 億 4,884 万円で対前年度比 451 億 3,594 万円（56.9％）、衛生

費は214億7,142万円で対前年度比74億3,709万円（53.0％）、総務費は、227億9,606万

円で対前年度比47億247万円（26.0％）の増となった。 

 

３ 普通会計における財政指標  

※普通会計とは、総務省の地方財政状況調査に基づく会計区分 

・ 財政力指数（3年平均）は、0.967で前年度を0.003ポイント下回った。 

・ 公債費負担比率は、7.5％で前年度を0.1ポイント上回ったが、適正な水準を維持してい

る。なお、財政健全化判断比率の 4 指標のうち、実質公債費比率は、0.5％で前年度を 0.5

ポイント上回った。 

・ 経常収支比率は、91.9％で前年度を1.4ポイント下回った。これは、幼児教育・保育無償

化の影響により一般財源における扶助費が減少したことや、消費税率引上げによる地方消

費税交付金の増加などによるものです。 



■主な財政指標（2021年7月29日現在）

指標 数値 順位 数値 順位 数値 順位

財政力指数(３年平均) 0.967 13位 0.970 13位 0.979 11位

実質収支比率 5.1 ％ 5位 5.7 ％ 13位 3.0 ％ 2位

公債費負担比率 7.5 ％ 12位 7.4 ％ 10位 6.9 ％ 7位

経常収支比率 91.9 ％ 13位 93.3 ％ 11位 91.3 ％ 9位

■財政健全化判断比率（2021年7月29日現在）

指標 数値 順位 数値 順位 数値 順位

実質赤字比率 △5.14 ％ 21位 △5.68 ％ 14位 △3.02 ％ 25位

連結実質赤字比率 △12.95 ％ 15位 △10.74 ％ 12位 △8.07 ％ 19位

実質公債費比率 0.5 ％ 11位 0.0 ％ 8位 △0.3 ％ 8位

将来負担比率 △6.7 ％ 13位 △2.3 ％ 14位 △7.2 ％ 11位

年度

平成３０年度
（２０１８年度）

平成３０年度
（２０１８年度）

年度
令和元年度
（２０１９年度）

令和元年度
（２０１９年度）

令和２年度
（２０２０年度）

令和２年度
（２０２０年度）

令和２年度（２０２０年度）　財政指標等の状況

※数値は各市の速報値から算出し、順位は多摩２６市における町田市の順位です。今後、変更
が出る可能性があります。



人 千円

％ 千円

人 千円

％ 千円

0.967
0.968 ）

％

％

％

千円

千円

千円

千円

特 別 職 等 （ 現在 ）

議 長

副 議 長

議 員

議   員   定 　数   （ 36 人）
国民健康保険
（事業勘定）

加 入 世 帯 数 世帯
介護保険

（保険事業勘定） 被 保 険 者 数 人

後期高齢者医療 １世帯当り保険税調定額 円

介護サービス事業 無
被保険者１人当り保険税
調 定 額 円

下水道事業 有 被保険者１人当り費用
円

駐車場事業 無 保 険 税 （ 料 ） 千円

土地区画整理事業 無 保 険 給 付 費 千円

病院事業 有
国 民 健 康 保 険 事 業 費
納 付 金 千円

※（）書きは、早期健全化基準である。

 令  和　２　年  度 団 体 コ ー ド 132098 市 町 村 類 型 Ⅳ-3

 決    算     状     況
団 体 名 町田市 ２ 年 度交 付税 種地 区分 Ⅰ-7

人                              口 指定団体等の状況 事務の共同処理の状況 指             数             等

国
調

Ｒ２年 431,529   過疎     首都
  山村      近郊整備
  離島      既成市街地
  不交付
  広域行政圏

＜ごみ・し尿処理＞

東京たま広域資源循環組合

多摩ニュータウン環境組合

＜収益事業＞

東京都十一市競輪事業組合

東京都六市競艇事業組合

＜その他＞

東京市町村総合事務組合

南多摩斎場組合

東京都後期高齢者医療広域連
合

基 準 財 政 需 要 額 61,171,948

増減率（R2年／H27年） △ 0.2 基 準 財 政 収 入 額 59,193,043
住
民
基
本
台
帳

３．１．１ 429,152 標 準 財 政 規 模 80,743,860

対前年度増減率 0.1
う ち 臨 時財 政対 策債
発 行 可 能 額 2,696,941

（参考）６５才以上人口
３．１．１

116,195 人

面
積

71.55 ｋ㎡
財 政 力 指 数 単年度（

決算収支の状況（千円） 令和２年度 令和元年度
実 質 収 支 比 率 5.1

公 債 費 負 担 比 率

千円
 2．

歳    出    総    額
                       Ｂ 216,708,988 154,324,046

債 務 負 担 行 為 翌 年 度
以降支出予定額 Ｂ 50,482,402

7.5

 1．
歳    入    総    額
                       Ａ 222,652,994 159,397,944

経 常 収 支 比 率 91.9
地 方 債 現 在 高 Ａ
（特定資金公共投資事業債除く） 87,458,165

）

 4．
翌年度に繰り越すべき財源
                       Ｄ 1,791,162 576,143 将 来 に わ た る 財 政 負 担

Ａ ＋ Ｂ － Ｃ 116,195,834 千円
 5．

実    質    収    支
（Ｃ－Ｄ）             Ｅ

 3．
歳 入 歳 出 差 引 額
（Ａ－Ｂ）         　  Ｃ 5,944,006 5,073,898

積立金現在高 Ｃ
（ う ち 財 政 調 整 基 金 ）

21,744,733

（ 9,016,059

4,152,844 4,497,755 積 立 基 金 取 崩 額 4,837,420

健　全　化　判　断　比　率 ※ 7．
積        立        金
                       Ｇ 4,608,055 2,710,446

 8．
繰   上   償   還   金
                       Ｈ 108,440 0

実 質 赤 字 比 率

 6．
単   年   度   収   支
                       Ｆ △ 344,911 2,098,910

収 益 事 業 収 入 20,000

－ (11.25) ％

(25.0) ％

10．
実 質 単 年 度 収 支
（Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ）     Ｊ 903,444 451,444

将 来 負 担 比 率 － (350.0) ％

 9．
積  立  金  取  崩  額
                       Ｉ 3,468,140 4,357,912 実 質 公 債 費 比 率 0.5

連 結 実 質 赤 字 比 率 － (16.25) ％

一     般     職     員     （ ３．４．１ 現在 ） ３．４．１

区        分 
職   員   数
Ａ        人

４月分給料支払
総額  Ｂ 千円

１人当り支給月
額  Ｂ/Ａ  円

区            分 改定実施年月日
１ 人 当 り 平 均 給 料
（ 報 酬 ）月  額    円

一   般   職   員 2,096 663,442 316,528 市 町 村 長  9. 1. 1 1,060,000

900,000
教 育 公 務 員 5 2,117 423,400 教 育 長  9. 1. 1 820,000

うち技能労務職 197 63,477 322,218 副 市 町 村 長  9. 1. 1

会 計 年 度 任 用 職 員 0 0 0
議

 9. 1. 1 640,000
合        計 2,101

消 防 職 員 0 0 0 .　.

665,559 316,782  9. 1. 1 580,000

事   業   名
法
適
用

実 質 収 支 額

         千円

普 通 会 計 か
ら の 繰 入 金
          千円

職  員  数

        人
会

 9. 1. 1 550,000
公

営

事

業

の

状

況

739,133 4,489,005 37 57,879

16,245 0 94,972

795,485 1,598,544 102 462,705

1,482,938 5,441,194 48
国

保

事

業

会

計

の

状

況

87,140

3,940 1,290,021 10 142,986

0

1,004,513 1,112,177 1,047 12,228,917

36,634 0 0 8,300,232

1,878 0 0 26,316,342



％

補     助

単     独

そ の 他

( )
( ) ( )

％

△ 0.2
△ 14.0

2.9
6.4
0.4
0.0
0.0
0.0
0.8

△ 38.2
1.3
0.7
0.0
0.0

0.4

個人均等割

( ) ( ) ( )

法人税割

歳                        入 性         質         別         歳         出

区        分
決  算  額 構成比

経 常 一 般
構成比

区        分
決  算  額 構成比

千円 ％千円千円 ％ 千円 ％ 千円

充 当 一 般 経 常 経 費 経常収支
財  源  等 財  源  等 充当一財等 比   率

20,625,797 19,971,480 24.6
地 方 譲 与 税 746,279 0.3 746,279 0.9 う ち 職 員 給 13,808,113
地 方 税 69,256,764 31.1 64,396,096 81.9 人 件 費 21,969,270 10.1

配 当 割 交 付 金 468,736 0.2 468,736 0.6

6.4 13,109,252 13,086,408 16.1
利 子 割 交 付 金 97,124 0.1 97,124 0.1 扶 助 費

公 債 費 7,631,179 3.5 7,631,179 7,522,739 9.2
52,969,253 24.4 12,737,116 12,726,638 15.6

地方消費税交付金 8,997,101 4.0 8,997,101 11.4
株式等譲渡所得割交付金 543,819 0.3 543,819 0.7

一時借入金利子 0 0.0 0 0 0.0
7,631,179 3.5 7,631,179 7,522,739 9.2元 利 償 還 金

82,569,702 38.0 40,994,092 40,220,857 49.4
特別地方消費税交付金 0 0.0 0 0.0
ゴルフ場利用税交付金 41,671 0.0 41,671 0.0

小        計

法 人 事 業 税 交 付 金 205,689 0.1 205,689 0.3

軽 油 引 取 税 ・ 自 動 車 取 得 税 交 付 金 63 0.0 63 0.0
自動車税環境性能割交付金 131,720 0.1 131,720 0.2 維 持 補 修 費 1,204,999 0.5 1,170,898 1,170,898 1.4

25,697,693 11.9 16,707,592 14,199,297 17.5物 件 費

地 方 交 付 税 2,227,998 1.0 2,023,317 2.6
地方特例交付金等 511,119 0.2 511,119 0.6 積 立 金 7,515,285 3.5 6,710,270

60,465,760 27.9 12,705,646 8,636,697 10.6補 助 費 等

203,947 0.1
普    通 2,023,317 0.9 2,023,317 2.6 繰 出 金 15,293,500 7.1 13,259,389 10,541,394 13.0

1,500 0.0 1,500 0 0.0投資及び出資金・貸付金

歳 入 一 般 財 源 等

国 有 提 供 施 設 等 所 在 市 町 村 助 成 交 付 金 0 0.0 0 0.0
う ち 人 件 費

0 0.0 0

交通安全対策特別交付金 51,292 0.0 51,292 0.1
投 資 的 経 費震災復興特別 734 0.0
前年度繰上充用金特    別

23,960,549 11.1 3,578,078

普通建設事業費 23,783,915 11.0 3,460,103

使 用 料 819,788 0.4 275,360 0.4
12,428,763分 担 金 ・ 負 担 金 646,397 0.3 0 0.0

小        計 83,279,374 37.4

災害復旧事業費 176,634 0.1 117,975

101,071,471 千円

479,744 0.2 479,744

11,355,152 5.3 638,30478,214,025 99.4
内
　
訳

5.7 2,821,799 経常経費充当一般財源等

千円
手 数 料 1,871,925 0.8 0 0.0

0 0.0 0
74,769,143

2.3

減収補塡債特例分及び

財 産 収 入 669,211 0.3 147,720 0.2
合        計 216,708,988 100.0 95,127,465 臨時財政対策債を歳入経常都 支 出 金 23,781,031 10.7

失業対策事業費 0 0.0 0国 庫 支 出 金 83,541,894 37.5

2,696,000 1.2

寄 附 金 230,301 0.1
一般財源等に加えない場合

繰 入 金 95.1 ％

諸 収 入 2,420,319 1.1 11,719 0.0

5,589,855 2.5
の経常収支比率

繰 越 金 5,073,898

合        計 222,652,994 100.0 78,648,825 100.0

充 当 一 般
収入済額 財  源  等

0.0
地 方 債 14,729,000 6.6

うち減収補塡債特例分 0
うち臨時財政対策債

千円

目       的       別       歳       出

区     分
決   算   額 構成比 増減率

基準
税額

×
超過課税分

千円 ％ 千円 千円 ％
区     分

決  算  額 構成比

市              町              村              税
100
75

千円

10.4 9,973,531

市町村民税

36.1

議 会 費 637,684 0.3 637,672
法 人 分 3,022,731 4.4

25,969,393
272,466 総 務 費

個 人 分 31,158,282 45.0
2,819,424

0
61,710,422 28.5 15,961,856

33,331,548固 定 資 産 税 民 生 費 78,499,624

市 町 村 た ば こ 税 2,178,287 3.2 労 働 費 336,419
軽 自 動 車 税 494,323 0.7

2,222,728
0 衛 生 費 22,470,209

26,691,236 38.5

0.2 336,419
341,162 0.2 243,431

特 別 土 地 保 有 税 0 0.0 商 工 費 3,922,713
鉱 産 税 0 0.0 0 農 林 水 産 業 費

1.8 3,482,376

目 的 税 5,711,905 8.2 0 消 防 費 4,838,669 2.2 3,027,065
法 定 外 普 通 税 0 0.0 土 木 費 10,624,900 4.9 7,606,851

25,519,373 11.8 12,777,562
事 業 所 税 847,047 1.2 災 害 復 旧 費 176,634
入 湯 税 4,190 0.0

842,819
0 教 育 費

0.1 117,975

法 定 外 目 的 税 0 0.0 諸 支 出 金 0 0.0 0
都 市 計 画 税 4,860,668 7.0 公 債 費 7,631,179 3.5 7,631,179

0 0.0 0

合　　　　　計 69,256,764 100.0 272,466 合           計 216,708,988

旧 法 に よ る 税 0 0.0

31,982,459

0 前 年 度 繰 上 充 用 金

100.0 95,127,465

納 税 義 務 者 数
徴
 
 
 
 
 
収
 
 
 
 
 
率

区           分

現    年
課 税 分

滞    納
繰 越 分

合    計

( 徴 収 猶 予 分 除 く ) 99.7 53.5 99.4

市 町 村 民 税 99.1 52.8 98.6

％ ％  ％

市 町 村 税 合 計 99.3 53.5 99.0

13,755 人 国民健康保険税（料） 96.3 43.6 91.8

211,389 人

純 固 定 資 産 税 99.5 58.9 99.4

31,038,693

842,819

令 和 ２ 年 度 大 規 模 事 業  （単位：百万円）

循環型施設整備事業　　　    　　　　9,130

野津田公園整備事業　　　　　　　　　3,402

小・中学校体育館空調設備設置事業  　1,985

小・中学校教育情報化推進事業          740

玉川学園コミュニティセンター建替事業  706

中学校増改築事業　　　　　　　　　　　533

民間保育所整備支援事業                469

492,069
0
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